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社会保障・税一体改革成案における 
その他の患者負担に関する事項 

 
○ 医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格⽔準も考慮して⾒直す。 

医薬品の患者負担の見直し 

 
○ 高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、自己負担割合を見直す。 

70～74歳の自己負担割合の見直し 

１ 

（参考１） 
  昨年の医療保険部会で議論された論点 
  ・市販品類似薬を保険外とすることについて 
 
（参考２） 
 海外の制度や日本の過去の制度 
  ・フランスでは、薬剤の治療上の貢献度・有用度に応じ、段階的な償還率を設定している 
  ・我が国でも、かつて、外来薬剤費について、処方される薬剤の種類の数により、一部負担を設けていた 
    （平成９年の健保法等の一部改正により導入され、平成14年改正まで存続） 
 



諸外国の薬剤自己負担 
項目 イギリス フランス ドイツ アメリカ 

医療保険 
制度 

税方式による国営
の国民保健サービ

ス（NHS） 
※全国民を対象 

社会保険方式 
（公的疾病保険と民間保 険

の混合） 
※国民皆保険 

社会保険方式 
（法定疾病保険 
と民間保険） 

民間保険が主（一部、
公的医療保障） 
※皆保険ではない 

公的保険の 
保険者 

（制度名） 

・国民保健サービ
ス（NHS） 

疾病金庫 
・一般制度 
・特別制度 
・自営業者社会制度 
・農業社会制度 

疾病金庫 
独立した法人 
・企業疾病金庫 
・同業者疾病金庫 
・地区疾病金庫 
・代替金庫連盟 
など 

・メディケア（連邦政府 
が運用） 
 高齢者、障害者の
医療保険 

・メディケイド（連邦政
府・州の共同運用） 
 低所得者への医療
扶助 

・SCHIP（各州が運用） 
 貧困家庭の子ども 

薬剤の 
自己負担 

 薬剤費には自己
負担（7.20￡）があ
るが、16歳未満、
16～18歳のフルタ
イムの学生、60歳
以上、出産前後の
女性、疾患、所得
などによる社会的
弱者については、
自己負担免除と
なっている。 

 薬剤毎に公的保険から
の償還率が、100・65・30・
15・0％の５段階に設定。 
 
※補完医療保険によって公
的疾病保険の自己負担がカ
バーされるが、償還率15％
以下の医薬品は対象外。 

※ただし、参照価格（償還限
度額）が設定された医薬品
の場合は、限度額を超えた
額は自己負担。 

 

 医薬品の患者負担
は、給付額の10％だ
が、負担額は5～10
ユーロの範囲に限定。 
 
※ただし、参照価格（償
還限度額）が設定され
た医薬品の場合は、限
度額を超えた額は自己
負担。 

自己負担額は保険の
種類や契約内容等で
異なる。 

メディケアパートD（任意加
入）の場合； 
＄310まで：全額自己負担 
＄310～＄2840： 
（処方箋薬額－＄310）
×25％負担 

＄2840～6448：全額自己

負担（但し、ブランド薬の
場合は企業が50％割引
き） 

＄6448～：5％負担 （出典）平成22年度厚生労働省保険局医療課による委託事業「薬剤使用状況等に関する調査研究」 
     平成21年～22年「医療関連データ集」医療経済研究機構 ２ 



70～74歳の自己負担割合の見直し 
○ 70～74歳の方の患者負担は、現在、２割負担と法定されている中で、毎年度、約２千億円の予算措置により１割負担

に凍結している。 

※ 現役並み所得者 
 

<国保> 
 課税所得145万円以上
の70歳以上の被保険者
がいる世帯 
 

<被用者保険> 
 標準報酬月額28万円以
上の70歳以上の被保険
者及びその被扶養者。 
 

 ただし、世帯の70歳以

上の被保険者（被用者保
険の場合は被扶養者含
む）全員の収入の合計額
が520万円未満（70歳以
上の被保険者が1人の場
合は383万円未満）の場
合等は除く。 
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70歳に到達
する方から段
階的に２割 
負担 

一般・低所得者 現役並み所得者 

【２割(法定割合) 
→１割】 

 （予算措置で 
凍結中） 

【２割(法定割合) 
→１割】 

 （予算措置で 
凍結） 

 高齢者医療制度改革会議 最終とりまとめ（平成22年12月20日） －抄－ 
 「70歳に到達する方から段階的に本来の2割負担とする」 
 「なお、患者負担に関しては、早期に法定の負担割合とすべきとの意見がある一方、受診抑制につながるおそれがあり、

そもそも現役世代の負担割合を含め引き下げるべきとの意見があった。」 

※仮に、70～74歳の自己負担割合を１割負担で恒久化することとした場合の財政影響 
  ＋2,000億円（協会けんぽ500億円、健保組合500億円、共済組合200億円、市町村国保300億円、公費500億円） 
 

本来の形 

３ 
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